
※留意事項（2）

※留意事項（2） ※留意事項（2） ※留意事項（4）

6月4日

※就任後２週間以内に登記が必要

 【参考】（ｂ）定時評議員会よりも前の日に評議員選任・解任委員会を開催する場合の選任フロー図（例）

日程例
新評議員の原案作成 新役員の原案作成 新評議員選任・解任委員の原案作成

新評議員候補者の事前依頼 新役員候補者の事前依頼 新評議員選任・解任委員候補者の事前依頼
↓ ↓ ↓

履歴書等の徴収 履歴書等の徴収 履歴書等の徴収
↓ ↓ 就任承諾書徴収

↓
5月27日 A 理事会に提案（旧理事・監事）

↓ ↓ ↓

決議 決議 決議
※法人の運営細則に基づき，評議員選任・解任委員会の招集事項の決議も必要 ※評議員会の招集事項（日時，場所及び議題等）の決議も必要 ※定時評議員会より後の理事会での決議でも可

↓ ↓ ↓

就任承諾書徴収 就任承諾書徴収 委嘱状交付
↓

↓

B 評議員選任・解任委員会に提案（旧委員）
↓

承認
↓

委嘱状交付
C 定時評議員会に提案（旧評議員）

↓

承認

D 理事会で理事⻑選任（新理事・監事）
↓

決議

＜留意事項＞
⑴ 評議員及び役員の任期満了日の算定に当たっては，選任の議決のあった日が起算点となります。
  上記に関わらず，法人と評議員及び役員の委任関係については，評議員及び役員の就任承諾をもって開始されます。
⑵ 現評議員等は定時評議員会終結時まで任期がありますので，任期満了前に選任決議をする場合は，現評議員等と新評議員等の委任期間が重複しないよう，新評議員等からは，「令和２年度の決算に関する定時評
 議員会終結時に（評議員等）に就任することを承諾する」との停⽌条件付の承諾書を受領する，⼜は，定時評議員会終結の日と同日に，承諾書を受領してください。（評議員等＝評議員，理事，監事，評議員選任
 ・解任委員）
⑶ 任期の起算点が，選任決議の時となることから，仮に令和３年３⽉以前に選任を決議しますと，例えば，「４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議委員会の終結時」が令和５年
 度決算に関する定時評議委員会の終結時までとなる（通常よりも任期が１年短くなってしまう）ため，注意が必要です。
⑷ 評議員選任・解任委員の任期の起算点は，貴法人の定める評議選任・解任委員会運営細則によります。「委員の任期は選任後４年以内に終了する会計年度のうち…」とされていれば，任期の起算点は理事会
 における選任時となり，「委員の任期は就任後４年以内に終了する会計年度のうち…」とされていれば，任期の起算点は就任承諾のあった時点となります。

6月11日
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